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●経営の革新及び創業の促進 

（１）中小企業総合相談機能の整備 

【県・既存】 

◆よろず支援拠点（無料） 

 平成 26 年度から全都道府県に設置。様々な経営課題を抱える中小

企業・小規模事業者に対し、優れた能力・知識・経験等を有するコ

ーディネーターが各段階の課題やニーズにきめ細かく対応する、ワ

ンストップ型の経営支援窓口。 

 

【国・既存】 

◆専門家派遣事業（1 年度につき 3 回まで無料） 

 創業者や中小企業が抱える経営、技術、人材、情報化等に関する

課題に対して、民間の専門家を活用し、適切な診断・助言を行う。 

 

（１）貸付金助成制度 

【市・既存】 

◆三沢市特別保証制度 

 

 

 

 

 

 

 

制度の名称 資金使途 貸付金額 保証期間 貸付利率 保証人・担保 備考

三沢市簡易小
口資金特別保
証制度

事業経営に必要な運転資金及
び設備資金

一企業
１，２５０万
円以内

7年以内
（うち、据置期間
は運転資金６ヶ月
以内、設備資金１
年以内）

年２．0％以内 【全額を市
で補給】

三沢市中小企
業活性化資金
特別保証制度

事業経営に必要な運転資金及
び設備資金

一企業
２，０００万
円以内

１０年以内
（うち、据置期間
は運転資金６ヶ月
以内、設備資金１
年以内)

年２．0％以内 【半額を市
で補給】

・保証人
原則として、法人の
場合は代表者（実質
経営者含む。）のみ
とし、個人の場合は
不要とする。
・担保
必要に応じて徴求す
る。
特別小口保険に該当
する場合は、保証
人、担保いずれも不
要。

0．45～
１．90
(財務内容に
応じ、９段階
で判定)

なお、担保の
有無、過去の
返済状況など
により保証利
率が一定率軽
減されます。

保証料率(年％）



2 

 

◆青森県未来を変える挑戦資金特別保証融資制度に係る三沢市保証

料補給金交付制度 

 

 

（１）企業支援に係る補助金制度等 

【市・既存】 

◆建物リフォーム等事業費補助金（当該事業費補助金参加登録店で

のみ工事） 

・住宅リフォーム工事（50 万円以上の工事を対象に契約額の 10％。

限度額 20 万円） 

 既存の住宅または店舗兼住宅の耐久性、居住性の向上のために行

う増改築、改築、改修、改装等をリフォームし、工事完了後、その

物件に居住する者への支援。ただし、店舗兼住宅は住宅部分に係る

経費のみ対象。 

 

◆生産性向上特別措置法に伴う先端設備等導入計画 

 中小企業者の先端設備等の導入を促すことで、多数の企業が生産

性の高い事業基盤の構築に取り組み、経営環境を向上させる支援。 

 

◆三沢市産業情報メール 

 事前に登録した方を対象に、国・県・市の各種補助金制度やセミ

ナー等、事業に役立つ最新情報をメールにより配信し活用してもら

う。 

 

 

制度の名称 融資条件 保証対象 保証期間 貸付利率 保証人・担保 備考

三沢市中小企
業創業支援資
金保証制度

青森県未来を変える挑戦資金
特別保証融資制度要綱に基づ
く融資を受けている者で、三
沢市中小企業創業支援資金保
証料補給金交付要綱に規定す
る要件を満たす者

一企業
１，０００万
円以内

7年以内
（うち、据置期間
は１年以内）

年０．９％以内
（※１を満たす場合
は０．７％、
※２を満たす場合は
年０．７％、
※３を満たす場合は
年０．５％）

【県で3割、
市で7割補
給】

三沢市空き店
舗活用チャレ
ンジ融資保証
制度

市の認定を受け、青森県未来
を変える挑戦資金特別保証融
資制度要綱に基づく融資を受
けている者で、三沢市空き店
舗活用チャレンジ融資保証料
補給金交付要綱に規定する要
件を満たす者

一企業
１，０００万
円以内

7年以内
（うち、据置期間
は１年以内）

年０．９％以内
（※２を満たす場合
は年０．７％、
※３を満たす場合は
年０．５％）

【全額を市
で補給】

※１　若者、女性、UIJターンによる創業の場合、または常時使用する従業員を新たに2人（新規学卒者など一定の要件に該当する者の場合1人）雇用する場合

※２　雇用創出計画を有する場合 ※３　※２の計画が3人以上雇用する計画である場合

0．45～
１．90
(財務内容に
応じ、９段階
で判定)

なお、担保の
有無、過去の
返済状況など
により保証利
率が一定率軽
減されます。

・保証人
原則として、法人の
場合は代表者（実質
経営者含む。）のみ
とし、個人の場合は
不要とする。
・担保
必要に応じて徴求す
る。

青森県未来を変える挑戦資金特別保証融資制度に係る三沢市保証料補給金交付制度

保証料率(年％）
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◆経済産業省補助金等施策説明会 

 経済産業省東北経済産業局と連携し、経済産業省予算に係る各種

施策、補助金等に関する説明会を開催し活用を促す。 

 

【委員・新規（案）】 

☆中小企業振興条例シンポジウム 

 十和田市と協力・連携し開催することを探る。参加対象者として、

中小企業振興条例の制定を検討している自治体や企業等。内容は、

振興条例の活用の仕方、各支援機関の支援施策等とし、またプレス

にもオープンにすることで、活動内容を発信する。 

 

【新規（案）】 

☆三沢市中小企業実態調査アンケート（平成 28 年度実施） 

 中小企業のニーズに応じた支援施策の検証・検討の基礎資料とし

て活用する事を目的。市内中小企業の実態等を的確に把握するため。 

 

【県・既存】 

◆青森県融資制度及び保証料補助説明会 

 青森県や三沢市、また関係機関と連携して各融資制度等の説明を

行い、周知及び活用を促す。 

 

【国・既存】 

◆ものづくり・商業・サービス経営力向上支援事業 

 一般型として中小企業・小規模事業者が行う革新的なサービス開

発・試作品開発・生産プロセスの改善に必要な設備投資等を支援、

また、小規模型として小規模な額で中小企業・小規模事業者が行う

革新的なサービス開発・試作品開発・生産プロセスの改善を支援（設

備投資を伴わない試作開発等も支援）。 

 

◆小規模事業者持続化補助金 

 小規模事業者が将来の事業継承も見据え、ビジネスプランに基づ

いた経営を推進していくため、商工会・商工会議所と一体となって

経営計画を作成し、販路開拓に取り組む費用を支援。 
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◆サービス等生産性向上 IT 導入支援事業費 

 中小企業の生産性向上を実現するため、バックオフィス業務等の

効率化や新たな顧客獲得等の付加価値向上（売上向上）に資する IT

の導入支援。 

 

（２）事業継承・事業再生支援 

【国・既存】 

◆事業引継ぎ支援事業 

 後継者問題を抱える中小企業・小規模事業者の事業引継ぎや事業

承継の促進・円滑化を図るために、課題の解決に向けた適切な助言、

情報提供及びマッチング支援等をワンストップで行う。 

 

◆事業承継・世代交代集中支援事業 

 事業承継・世代交代を契機として、経営革新や事業転換に挑戦す

る中小企業に対し、設備投資・販路拡大・既存事業の廃業等に必要

な経費を支援。 

 

（１）創業・起業に関わる相談窓口 

【県・既存】 

◆創業相談ルーム（毎月第 2 第 4 火曜日＠三沢市商工会館） 

 創業・起業支援の専門家を配置し、構想、企画の段階から創業、

起業に至るまで、幅広く相談に対応することで創業を促進する支援。 

 

◆創業セミナー 

 専門知識を有する講師から、創業についての基礎的な知識の習得

や必要な経営知識等を体系的に習得。経営、財務、販路開拓、人材

育成の全科目を修了された方は、市から「特定創業支援事業に係る

証明」を受けることができ創業時の支援措置が受けられる。 

 

（２）創業・起業に関わる補助金制度 

【市・既存】 

◆三沢市起業化支援事業費補助金（補助対象経費の 8 割以内（上限

100 万円）） 



5 

 

 新たに起業化を図る事業または新分野への進出を図る事業の実施

に要する経費の一部を補助することにより、雇用の創出及び所得の

向上、市内産業の活性化を図る。 

 

◆建物リフォーム等事業費補助金（当該事業費補助金参加登録店で

のみ工事） 

・空き店舗改装出店工事（補助対象経費 1/3。限度額 200 万円） 

 市内空き店舗を活用して小売業、飲食サービス業、生活関連サー

ビス業を開業し、補助金交付後 2 年以上継続して営業することが見

込まれる新規に事業を行う方を支援。 

 

【国・既存】 

◆地域創業機運醸成事業 

 創業希望者が創業に必要な知識を身に付けるための創業セミナー

や創業相談窓口における伴走型支援等の事業、また、創業無関心者

に対して創業への興味・関心を喚起するため、起業化教育の実施や

ビジネスコンテストの開催等の事業を行う事業者に対しての補助。 

 

【国県・新規（H31 年度～）】 

◆移住支援金制度（起業の場合）（最大 300 万円：移住経費 100 万円、

起業経費 200 万円） 

 移住し、かつ、地域の課題を解決するために新たに起業する者に

対して補助。 

 

●経営基盤の強化促進 

（１）人材確保等のための相談窓口 

【県・既存】 

◆よろず支援拠点（無料） 

（※1（1）同内容） 
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【国・既存】 

◆専門家派遣事業（1 年度につき 3 回まで無料） 

（※1（1）同内容） 

 

（２）雇用のマッチング等体制強化 

【市・既存】 

◆UI ターン人材確保支援事業助成金（対象経費 1/2。上限 10 万円。

①②の両事業を行う場合は上限 20 万円） 

 中小企業の振興を図るため、市内の中小企業等が取り組む①県外

での合同企業説明会等への参加や②就職情報サイトへの登録等、人

材確保に関する事業経費について助成。 

 

【委員・新規（案）】 

☆地元学生雇用に対する優遇制度 

・地元の学生を積極的に採用する企業に対し、一定の条件の下で優

遇・支援措置。 

・UIJ ターンの人材を採用している企業に対し、一定の条件の下で優

遇・支援措置。 

・インターンシップ制度の導入等に積極的な企業に対し、優遇・支

援措置。 

 

【委員・新規（案）】 

☆企業情報 web 掲載事業 

 現在、求職者の情報収集方法はインターネットに大きく依存して

いる。そのため、会社概要等の情報を web 上から情報を得られなけ

れば、求職者はその企業に魅力を感じることが出来ないことから、

企業情報の動画等を制作し市 web サイト等に掲載する。 

 

【県・既存】 

◆プロフェッショナル人材拠点 

 地域の関係機関等と連携をしながら、企業が事業革新や新商品開

発等への取組に積極的にチャレンジする経営への転身を後押しし、

実践していくプロフェッショナルな人材の活用を、民間人材ビジネ

ス事業者等を通じてマッチング支援。 
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◆まるごとあおもり UIJ ターン雇用支援事業（対象：県内中小企業、

県外大学生、転職希望者等。助成：交通費（実費）の 1/2 又は 17,000

円のうち低い額） 

 県外に流出した県出身者や青森県に興味がある県外在住者に、青

森県を就職先・生活の場として考えてもらえるよう、県内企業 PR 会

等を開催するとともに、同会参加や県内企業訪問時の際の交通費助

成と就職・インターンシップ等の情報発信ツールの管理・運営等を

行い、効果的な人材の還流促進を図る。 

 

【国・既存】 

◆東北地域中小企業・小規模事業者人材確保・定着等支援事業 

 企業における経営課題の明確化・求人像を深掘りし、採用力向上

や定着のための職場作り、企業情報発信を実施するとともに、企業

側の希望に応じた事前相談やセミナー等を開催。さらに、多様な人

材確保のために、首都圏等でマッチングイベントを実施し、人材確

保の好事例の横展開を図る。 

 

【国県市・新規（H31 年度～）】 

◆移住支援金制度（就業の場合）（対象者：東京 23 区在住者又は東

京圏在住で東京 23 区への通勤者。移住経費最大 100 万円補助） 

 対象者が「あおもり UIJ ターン就職支援サイト＜Aomori-Job＞」

へ登録されている（登録料無料）企業へ就職することを条件に移住

した場合、補助金支給。 

 

（３）人材育成・定着等の支援強化 

【市・既存】 

◆三沢市資格取得支援事業助成金（対象経費に 1/2を乗じて得た額。

上限 1 人につき 5 万円。同一事業者は同一年度につき 3 人が上限） 

 市内の中小企業の振興と産業の発展を図るため、優秀な人材の確

保及び育成に関する事業に要する経費について助成。 

 

◆若年者地元定着推進事業 

 小・中学生の地元就職に対する意識を醸成するため、地元企業が

各学校を訪問し、企業の特徴や魅力を伝え、関心を高めることによ

り、人材育成と地元定着を図る。 
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【三沢地区雇用対策協議会・既存】 

◆労働力対策事業等 

 地域産業経済界と関係相互の連携を強化し、若年者も含めた労働

力の地元充足率向上と雇用の促進・育成・定着を図ることを目的と

してセミナー等を実施。 

 

【三沢地区雇用対策協議会・新規】 

☆労働力対策事業等 

 雇用対策協議会の会員、地元の高校と連携し、若年者へ地元企業

を周知するとともに、地元就職への促進を図る。 

 

（４）U・I ターン等の促進 

【市・既存】 

◆建物リフォーム等事業費補助金（当該事業費補助金参加登録店で

のみ工事） 

（※3（1）同内容） 

 

◆三沢市住宅取得支援事業 

 三沢市への移住又は定住を促進し、市内の居住人口の維持及び拡

大を図る。新築住宅建築購入費、中古住宅購入費、土地取得費が対

象。 

 

【委員・新規（案）】 

☆地元学生雇用に対する優遇制度 

（※5（2）同内容） 

 

（５）人口減少対策 

【市・既存】 

◆子ども医療費 

 所得制限等の条件を撤廃し、平成 29 年 7 月 1 日から、中学生まで

の子ども医療費を無料。 

 

◆三沢市住宅取得支援事業 

（※5（4）同内容） 

 



9 

 

◆三沢市移住定住ポータルサイト 

 平成 30 年度から運用開始。コンテンツに「WORK」の部分あり。 

 

【市・新規】 

◆「三沢キッズセンターそらいえ」の開館 

 平成 31 年４月より、共用開始予定。小学校就学前の児童対象。利

用料無料。 

 

【委員・新規（案）】 

☆婚活パーティー開催 

 独身男女の出会いの場となるイベントを開催。 

 

（１）企業情報・魅力発信 

【市・既存】 

◆企業魅力動画発信 

 求人票では伝えきれない企業の魅力や職場環境を取材し、魅力発

信動画を作成。作成した動画は「三沢市移住サイト」へ掲載し外部

へ発信することで、UIJ ターン予備軍とのマッチング機会を創出。ま

た、紙ベースではない強みを活かし、求職者の企業イメージのミス

マッチを防ぐ。 

 

（２）多種多様な人材を活かす体制整備 

【県・既存】 

◆青森県健康経営認定制度 

 働き盛り世代の健康作りを推進するため、従業員の健康管理を経

営的視点から考え、戦略的に実践し、認定要件を満たす県内事業所

を「青森県健康経営事業所」として認定。 

 

◆あおもり働き方改革推進企業 

 男女問わず全ての労働者が働きやすい環境づくりを推進するとと

もに、労働者の仕事と結婚から子育ての希望の実現を目指すために、

「働き方改革」に積極的に取り組む企業を認証。 
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【国・既存】 

◆新・ダイバーシティ経営企業 100 選 

 女性を始めとする多様な人材の活躍は、少子高齢化の中で人材を

確保し、多様化する市場ニーズでの競争力、リスクへの対応力が向

上することが見込まれることから、企業の経営戦略として取り組み、

結果を出している企業を経済産業大臣から表彰。 

 

◆えるぼし認定制度 

 行動計画の策定・届出を行った企業のうち、女性の活躍推進に関

する取り組みの実施状況等が優良な企業は、労働局への申請により、

厚生労働大臣の認定を受けられる。 

 

◆両立支援等助成金（支給額：28.5 万円。1 事業主 1 回限り。対象

事業主：常時雇用する労働者が 300 人以下の事業主） 

 女性活躍推進法に沿って、一般事業主行動計画の策定・公表等を

行った上で、行動計画どおり数値目標を達成した事業主の助成金支

給。 

 

（３）まちづくりの推進 

【市・既存】 

◆三沢市協働のまちづくり市民提案事業（補助率は対象経費の 90％

以内、1 事業上限 60 万以内） 

 地域の課題解決や地域の良さを広げ、地域の愛着を醸成できる事

業を市民が企画提案。審査員による採択・判断。 

 

【市・新規】 

◆「三沢キッズセンターそらいえ」の開館 

（※5（5）同内容） 

 

●産業関連の連携の促進 

（１）産学官金連携 

【市・既存】 
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◆八戸学院大学・八戸学院短期大学と地方創生に係る包括連携協力

に関する協定 

 平成 30 年 3 月 22 日に三沢市と締結。地域の発展を目指して、行

政と大学が緊密に連携し、人材・施設・特性などお互いの資源を有

効に活用することを目的。 

 

◆市内金融機関と地方創生に係る包括連携協力の関する協定 

 平成 28 年 7 月 6 日に三沢市と締結。地方創生の各分野において相

互に協力し、包括的な連携の下に、地域活力の増進と地域経済の発

展に寄与することを目的。 

 

【国・既存】 

◆地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（COC+） 

 文部科学省では、大学が地方公共団体や企業等と協働して、学生

にとって魅力ある就職先の創出を図り、地方創生の中心となる「ひ

と」の地方への集積を図る。 

 

（２）企業等の連携による循環型経済の構築 

 地域経済の発展や競争力強化、課題解決策は新たな関係をつくる

ことが重要であるため、地域の特産品に付加価値を付け販売する取

組や、市内事業者間の連携をより緊密にし、一つの請負を市内事業

者で循環させていく取組等、循環型経済を構築していくことが重要

であり、地域に根ざした産業・雇用を生み出す鍵となることから、

取組の活性化を図る。 

 

●地域資源の利活用・新事業創出促進 

（１）ものづくりに関わる相談窓口 

【県・既存】 

◆よろず支援拠点（無料） 

（※1（1）同内容） 
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（２）商品開発、販路拡大に向けた補助金制度 

【市・既存】 

◆特産品開発促進補助金（補助対象経費 2/3。上限 100 万円） 

 市内で生産された農畜水産物等を原材料とした付加価値の高い加

工品の開発や製造を促進し、農林畜水産業及び関連産業の活性化を

図る。 

 

【国・既存】 

◆ものづくり・商業・サービス経営力向上支援事業 

（※3（1）同内容） 

 

◆小規模事業者持続化補助金 

（※3（1）同内容） 

 

（１）観光振興による産業の育成 

【県市・既存】 

◆青森県未来を変える元気事業 

 商店会並びに商工会とともに、高校生及び大学生の視点も取り入

れながら、市街地活性化のための有効施策を考案中。 

 

（２）観光情報の発信 

【市・既存】 

◆イベント時に配付 

 市内外の観光関連のイベント及び、移住定住イベント等でも配付。 

 

（１） 地元企業への優先発注の要望等 

【市・既存】 

◆優先発注の要望等 

 地元企業への優先発注の要望等基地を活かした産業の振興を図る。 

 


